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第1章 序論 
 
 
 現代のスポーツ医学, 整形外科．リハビリテーション，高齢者医療等の様々な分野で筋肉
の硬さを数値で評価する手法が求められている現在，筋肉の硬さや損傷の評価基準は医師
や患者の主観によるものが多く，筋肉の緊張や損傷の度合いを表すパラメータが非常に重
要視されている．そこでこれらを反映するパラメータが筋硬度である．この筋硬度を定量
的に測定することができれば，リハビリテーションでは理学療法プログラムの構築，スポ
ーツ医学では筋肉トレーニング・プログラムの構築，高齢者医療では歩行筋等の運動筋の
評価、管理を客観的にできるようになる．よって，筋硬度を定量的に測定する手法が強く
求められている．今日，筋硬度を定量的に測定する手法を確立するために数々の研究がな
されているが，新たな測定方法として組織弾性計測が近年注目を集めている． 
周波数 1 [kHz]程度までの低周波振動を，生体組織などの比較的柔らかい物体の表面に加
えると，その放射エネルギーの大部分は物体中を横波として伝搬する. そして，その伝搬速
度や減衰係数は，せん断粘弾性パラメータと関連していることが知られている．また，生
体組織のせん断粘弾性特性は，生体組織を触った時の硬さや感触と密接に関係しているた
め，生体組織について低周波振動での伝搬速度や減衰などが測定できれば，疾病の進行度
の定量的な評価や早期発見が期待でき，これらは組織の特性化のために有用である．しか
し，生体組織内ではせん断波が組織境界で屈折，反射するため伝搬が非常に複雑になるた
め，これが測定精度に影響を与えてしまう場合があり，伝搬速度を精度良く測定できるの
は肝臓などの比較的一様な組織のみという問題がある．そのため，複雑な境界面を持つ，
非一様な組織においても，精度よく組織内部の粘弾性を測定できるシステムが求められて
いる．さらに臨床においては，信頼でき，分かりやすい測定結果の画像化が求められてい
る． 
現在，超音波エラストグラフィとして広く用いられている ARFI法，SWEは機械的振動
波であるパルスせん断波を組織に伝播させその伝播速度を超音波映像装置で測定すること
で組織の弾性を評価することができる．しかし，この手法が搭載された超音波映像装置は
非常に高価であり使用できる医療機関が限られてしまうこと，骨付近で測定を行う際，生
体組織の温度上昇が懸念されること、伝播速度にバラつきがあるという問題点がある．そ
のため，より安全で定量的な測定方法を開発する必要がある． 
本研究では連続波を用いた実時間せん断波映像法で骨格筋を測定し評価を行った．特に，
ターゲットを上腕二頭筋，僧帽筋とした．定量性を向上させるための仕組みを構築し骨格
筋を対象とした実験で評価を行い，測定器具や測定ソフトの改善を進め，操作性や測定精
度の向上を図った． 
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第2章 せん断波計測について 
 
 本章ではせん断波の特徴と工学的な研究課題，生体軟組織内部における低周波振動の伝
播について示す．さらに，せん断波計測により期待される臨床意義や目的について示す． 
 
2-1 せん断波とは 
 
ここでは，せん断波の特徴とそこから考えられる工学的な課題について示す． 
 
せん断波の特徴 
1. 波長 
  波長は数ミリメートルであるため，高分解能測定が求められている． 
 
2. 振幅 
  振幅は数十ミクロン以下であり，高精度超音波計測技術が求められている． 
 
3. 周波数 
主にせん断波の減衰により制限され，現在利用できるのは 100[Hz]~数[kHz]である． 
 
工学的な研究課題 
1. せん断波の波動としての性質 
  伝播方向が一様でなく多重反射や回折，減衰の問題がある． 
 
2. せん断波の励起方法 
振幅を得ようとすると加振器のサイズが大きく重くなる．また，効率の問題もあり加
振器の発熱の問題がある． 
 
3. パラメータ推定法，その物理，臨床的意味づけ  
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2-2 生体内部の組織における低周波振動の伝播 
 
 生体組織の粘弾性パラメータと低周波振動の伝播速度および減衰の関係について以下に
示す． 
 外部から媒質に振動を伝えると，その振動は一般的に縦波・横波として伝播する．生体
のような粘弾性媒質中では，Hookeの法則が成り立つ Voigtモデルと仮定することにより，
組織の粘弾性を推定する手法が提案[1]されている．この縦波・横波の伝播速度および減衰
係数は次式で与えられる． 
 
①  縦波 
伝播速度 ： 𝑣𝑙 =
𝜔𝑣
𝑅𝑒[𝑔]
   (2-2-1) 
減衰係数 ： 𝛼𝑙 = −𝐼𝑚[𝑔]   (2-2-2) 
 ただし，g = {
𝜌𝜔𝑣
2
(2𝜇+λ)
}
1
2
   (2-2-3) 
 
②  横波 
  伝播速度 ： 𝑣𝑡 =
𝜔𝑣
𝑅𝑒[ℎ]
   (2-2-4) 
減衰係数 ： 𝛼𝑡 = −𝐼𝑚[ℎ]   (2-2-5) 
ただし，ℎ = {
𝜌𝜔𝑣
2
𝜇
}
1
2
   (2-2-3) 
 
𝜇 = 𝜇1 + jω𝑣𝜇2   𝜆 = 𝜆1 + 𝑗𝜔𝑣𝜆2 
𝜇1 :せん断弾性係数 𝜆1 ∶体積弾性係数 
𝜇2 : せん断弾性係数 𝜆2 ∶体積弾性係数 
ρ ∶密度 
ω𝑣: 振動周波数  
𝑅𝑒[ ]，𝐼𝑚[ ]：[]内の複素数の実数部，虚数部 
 
また，これら縦波や横波の他に生体の表面付近では表面波が存在するが，この伝播速度は
ほぼ横波の伝播速度に等しいことが知られている．上記の波動の中で，縦波は圧縮性の波
であり，媒質を圧縮することにより伝播する．一方，横波は非圧縮性の波であり，媒質を
等体積のまま，横方向に挟み切るように変形させながら伝播していくため，せん断波とも
呼ばれている．ここで，周波数が 1[kHz]程度以下の低周波振動であると，外部から与えら
れた振動のエネルギーはそのほとんどが横波に変換されると考えられている[2]． 
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ここで，(2-2-4)式，(2-2-5)式で与えられる横波の伝播速度と減衰係数を，粘弾性パラメー
タを用いて書くと， 
 𝑣𝑡 = √
2(𝜇12+𝜔𝑣2𝜇22)
ρ(𝜇1+√𝜇12+𝜔𝑣2𝜇22)
              (2-2-7) 
 𝛼𝑡 = √
𝜌𝜔𝑣2(𝜇1+√𝜇12+𝜔𝑣2𝜇22)
2(𝜇12+𝜔𝑣2𝜇22)
     (2-2-8) 
となる． 
 
したがって，もし，媒質の弾性が粘性にまさり，𝜇1 ≫ ω𝑣𝜇1の関係が成り立つときには， 
 𝑣𝑡1 ≅ √
𝜇1
𝜌
    (2-2-9) 
 𝛼𝑡1 ≅ 0     (2-2-10) 
となり，伝播速度は，単にせん断弾性係数と媒質の密度のみの関数となる．このとき，𝜇1が
大きいということは，媒質が硬いということであり，硬い媒質ほど伝播速度は速くなる． 
 
 一方，媒質の粘性が弾性にまさり𝜇1 ≪ ω𝑣𝜇1の関係が成り立つときには， 
𝑣𝑡2 ≅ √
2𝜔𝑣𝜇2
𝜌
    (2-2-11) 
 𝛼𝑡2 ≅ √
𝜌𝜔𝑣
2𝜇2
    (2-2-12) 
となり，𝑣𝑡2・𝛼𝑡2とも粘性係数と密度の関数になり，この場合𝑣𝑡2・𝛼𝑡2の周波数依存性（分
散性）が現れてくる． 
 
Fig.2-2-1に弾性体と粘弾性体の周波数別伝播速度を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2-2-1 弾性体と粘弾性体の周波数別伝播速度  
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2-3 せん断波計測で期待されるパラメータと臨床的有用性 
 
 せん断波の伝播速度は，臨床的な有用性が明らかにされているが，せん断波計測によっ
て得られる情報としては，この他にもFig.2-3-1に示すような情報も得られると考えられる．  
 
測定量 物理パラメータ 臨床意義 計測時の問題点 
伝播速度 せん断弾性係数 組織の硬さ 多重反射，減衰 
減衰係数 
粘性係数 
粘性評価 
多重反射，屈折， 
反射 
伝播速度の 
周波数依存性 
粘性評価， 
測定の定量性向上 
多重反射，減衰， 
空間分解能 
共振現象 せん断弾性係数 
組織のボリュームの
大きさ 
減衰，空間分解能 
非線形性 
初期応力， 
媒質の非線形性 
組織非線形性評価 振動振幅の減衰 
異方性 伝播速度の方向性 繊維方向，繊維化 三次元伝播方向 
Fig.2-3-1 せん断弾性波によって得られる情報 
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第4章 実時間せん断波映像法の原理 
 
3-1 超音波パルスドプラ法による組織内振動伝播計測 
 
 組織内振動伝播計測は，組織表面から振動を印加することで組織内に振動を励起させ，
内部を伝播する振動を超音波で計測するものである．これは，組織内部を多数の超音波散
乱体と考えると，組織内部に超音波を送波し，超音波散乱体から反射してくる超音波がド
ップラー効果によって周波数変調を受けていることに着目したものである．したがって，
超音波散乱体から反射した超音波を直交検波することで得られるドップラー信号から組織
内部を伝播する振動を推定することができる． 
 今，Fig.3-1-1に示すように，超音波トランスデューサに近づく方向に周波数𝑓𝑏，速度𝑣(𝑡)
で振動する超音波散乱体に対して，超音波トランスデューサから中心周波数𝑓0の超音波パル
スを送波する場合を考える． 
 
 
 
Fig.3-1-1 計測モデル 
 
 
 散乱体の運動ξ(𝑡)は次式で表すことができる． 
ξ(𝑡) = 𝜉0𝑠𝑖𝑛(2π𝑓𝑏𝑡 + 𝜙𝑏)     (3-1-1) 
 
 ただし 
𝜉0 ：振動振幅 
𝜙𝑏：初期位相 
 
 この時，超音波散乱体に反射した超音波の周波数 𝑓 は 
𝑓 =
𝑐+𝑣(𝑡)
𝑐
𝑓0       (3-1-2) 
𝑐：音速 
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この反射波が超音波トランスデューサで受信されるときの周波数𝑓′は 
𝑓′ =
𝑐
𝑐−𝑣(𝑡)
𝑓       (3-1-3) 
 (3-1-2)式，(3-1-3)式より 
𝑓′ =
𝑐
𝑐−𝑣(𝑡)
×
𝑐+𝑣(𝑡)
𝑐
𝑓0 =
𝑐+𝑣(𝑡)
𝑐−𝑣(𝑡)
𝑓0     (3-1-4) 
 
したがって，超音波のドプラ周波数シフト∆𝑓は 
∆𝑓 = 𝑓′ − 𝑓0 =
𝑐+𝑣(𝑡)
𝑐−𝑣(𝑡)
𝑓0 − 𝑓0 =
2𝑣(𝑡)
𝑐−𝑣(𝑡)
𝑓0    (3-1-5) 
 
となる． 
 
 超音波ドプラ法で組織内の速度を観測する場合，組織内での音速は約 1500[m/sec]であり，
それと比較して観測しようとする組織内の速度は 1~10数[m/sec]と微小であるので，c ≫
v(𝑡)となり，(3-1-5)式は次式のように近似することができる． 
∆𝑓 ≅
2𝑣(𝑡)
𝑐
𝑓0       (3-1-6) 
 
この時，超音波の位相変化∆𝜙は 
∆𝜙 = 2π∫(∆𝑓)𝑑𝑡 
=
4𝜋𝑓0
𝑐
∫𝑣(𝑡)𝑑𝑡 
=
4𝜋𝑓0
𝑐
𝜉(𝑡)       (3-1-7) 
 
となるので，この散乱体からの受信信号𝑟(𝑡)は 
𝑟(𝑡) = 𝐴(𝑡)𝑠𝑖𝑛(2π𝑓0𝑡 + ∆𝜙 − 2𝑘𝑢𝑍) 
= 𝐴(𝑡)𝑠𝑖𝑛 (2π𝑓0𝑡 +
4𝜋𝑓0
𝑐
𝜉(𝑡) − 2𝑘𝑢𝑍) 
= 𝐴(𝑡)𝑠𝑖𝑛 {2π𝑓0 (𝑡 + 2
𝜉(𝑡)
𝑐
) − 2𝑘𝑢𝑍}   (3-1-8) 
 
ただし， 
𝐴(𝑡)：振幅 
𝑘𝑢 ：超音波パルスの波数 
𝑍  ：トランスデューサ，散乱体間の距離 
 
となる．よって超音波パルス間で微小変位𝜉(∆𝑡)による位相ずれが生じる．  
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次に RF信号に，位相が互いに 90度異なる超音波周波数成分を畳み込み積分し低域通
過フィルターをかけ，QI信号を得る． 
 
(ⅰ) I信号 
RF信号にキャリア信号を乗算すると 
𝐼′(𝑡) =  𝐴(𝑡)𝑠𝑖𝑛 {2π𝑓0 (𝑡 + 2
𝜉(𝑡)
𝑐
) − 2𝑘𝑢𝑍} 𝑠𝑖𝑛(2π𝑓0) 
= 
𝐴(𝑡)
2
{𝑐𝑜𝑠 (4π𝑓0𝑡 +
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍) − 𝑐𝑜𝑠 (
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍)} (3-1-9) 
 
 
となる．ここで 2ω0付近の信号を低域通過フィルターで除くと， 
𝐼(𝑡) =
𝐴(𝑡)
2
𝑐𝑜𝑠 (
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍)     (3-1-10) 
 
となり I信号を得る． 
 
(ⅱ) Q 信号 
(ⅰ)と 90度異なるキャリア信号を乗算すると 
𝑄′(𝑡) =  𝐴(𝑡)𝑠𝑖𝑛 {2π𝑓0 (𝑡 + 2
𝜉(𝑡)
𝑐
) − 2𝑘𝑢𝑍} 𝑐𝑜𝑠(2π𝑓0) 
= 
𝐴(𝑡)
2
{𝑠𝑖𝑛 (4π𝑓0𝑡 +
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍) − 𝑠𝑖𝑛 (
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍)} (3-1-11) 
 
 となる．(ⅰ)と同様に低域通過フィルターを用いると 
𝑄(𝑡) =
𝐴(𝑡)
2
𝑠𝑖𝑛 (
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍)     (3-1-11) 
 
 となり，Q信号を得る． 
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3-2 カラーフロー映像系(CFI)の流速推定アルゴリズム 
 
いま，超音波パルスを同一方向にNパルス送波すると，i番目の超音波パルスに対する受
信超音波の位相𝜙𝑖は， 
𝜙𝑖 = 𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 𝑖 Δ𝑡     (3-2-1) 
ここで 
𝜙0: 初期位相 
𝑓0 ∶ 超音波の中心周波数 
𝑐 ∶ 音速 
𝑣 ∶ 流速 
Δ𝑡 ∶ 超音波パルス間の時間間隔 
 
(3-2-1)式より，i番目の受信 RF信号𝑟𝑖は， 
 
𝑟𝑖 = 𝑟0 sin (2𝜋 𝑓0 𝑡 + 𝜙𝑖) 
= 𝑟0 sin (2𝜋 𝑓0 𝑡 + 𝜙0  + 
2𝜋𝑓0
𝑐
 2𝑣 𝑖 Δ𝑡)   (3-2-2) 
 
この受信 RF信号を直交検波器で直交検波すると，その複素直交検波出力?⃗? 𝑖，および?⃗? 𝑖の実
部信号および虚部信号である In phase 信号𝐼𝑖と，Quadrature 信号𝑄𝑖は， 
 
Q⃗⃗ 𝑖 = 𝐼𝑖 + 𝑗𝑄𝑖 
𝐼𝑖 =   𝑎 cos (𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 𝑖 Δ𝑡)    (3-2-3) 
𝑄𝑖 =   𝑎 sin (𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 𝑖 Δ𝑡) 
 
(3-2-3)式は，(3-2-4)式のように書くこともできる． 
 
Q⃗⃗ 𝑖 =  𝑎 𝑒𝑥𝑝( 𝑗(𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 𝑖 Δ𝑡))    (3-2-4) 
 
ここで，第 i 番目の超音波パルスの位相と，第 i+1 番目の超音波パルスの位相の差Δ𝜙𝑖を考
える．これは， 
 
Δ𝜙𝑖 = 𝑎𝑟𝑔 (Q⃗⃗ 𝑖+1Q⃗⃗ 𝑖
∗
)      (3-2-5) 
 
と推定できるので，(3-2-4)式を代入すると， 
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Δ𝜙𝑖 = 𝑎𝑟𝑔 ( 𝑎
2 𝑒𝑥𝑝( 𝑗
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 Δ𝑡)) 
= 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 Δ𝑡      (3-2-6) 
 
よって流速𝑣は，次式で求められる． 
 
𝑣 =  
𝑐
2𝜋𝑓0∙2Δ𝑡
 Δ𝜙𝑖 = 
𝑐
2𝜋𝑓0∙2Δ𝑡
 𝑎𝑟𝑔 (Q⃗⃗ 𝑖+1Q⃗⃗ 𝑖
∗
)   (3-2-7) 
 
(3-2-7)式のカッコ内は，IQ信号を使うと， 
 
Q⃗⃗ 𝑖+1Q⃗⃗ 𝑖
∗
= (𝐼𝑖+1 + 𝑗𝑄𝑖+1) (𝐼𝑖 + 𝑗𝑄𝑖)
∗ 
= (𝐼𝑖+1 + 𝑗𝑄𝑖+1) (𝐼𝑖 − 𝑗𝑄𝑖)  
= 𝐼𝑖+1𝐼𝑖 + 𝑄𝑖+1𝑄𝑖 + 𝑗(𝐼𝑖𝑄𝑖+1 − 𝐼𝑖+1𝑄𝑖)   (3-2-8) 
 
と書けることより，流速の推定式として 
 
𝑣 =  
𝑐
2𝜋𝑓0∙2Δ𝑡
 𝑎𝑟𝑐𝑡𝑎𝑛 (
𝐼𝑖𝑄𝑖+1−𝐼𝑖+1𝑄𝑖
𝐼𝑖+1𝐼𝑖+𝑄𝑖+1𝑄𝑖
)    (3-2-9) 
 
CFI では，S/N を向上させるために，連続した超音波 N パルスから得た直交検波出力信号
を用いて以下の式で流速を推定している． 
 
𝑣 =  
𝑐
2𝜋𝑓0∙2Δ𝑡
 𝑎𝑟𝑐𝑡𝑎𝑛 (
𝐸𝑈
𝐸𝐿
)    (3-2-10) 
𝐸𝑈 = ∑ 𝐼𝑖𝑄𝑖+1 − 𝐼𝑖+1𝑄𝑖
𝑁
𝑖=1  
𝐸𝐿 = ∑𝐼𝑖+1𝐼𝑖 + 𝑄𝑖+1𝑄𝑖
𝑁
𝑖=1
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3-3 CFIの流速推定アルゴリズムによるせん断波の波面検出 
 
いま，CFI の流速推定アルゴリズムをせん断波により反射体が正弦的に振動している場
合に適用する． 
せん断波が伝播して組織が正弦的に変動すると，組織変位𝜉は次式のように表すことがで
きる． 
 
𝜉 = 𝜉0 sin (𝜔𝑏𝑡 + 𝜙0)      (3-3-1) 
𝜔𝑏 : 振動角周波数 
𝜙0 : 初期位相 
 
このとき，i番目の受信超音波パルスの位相𝜙𝑖は， 
 
𝜙𝑖 = 𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝜉      (3-3-2) 
 
直交検波器の出力は，(3-2-3)式と同様に 
 
𝐼𝑖 =   𝑎 cos (𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝜉)    (3-3-3) 
𝑄𝑖 =   𝑎 sin (𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝜉) 
 
となる． 
 
ここでせん断波の角周波数に対して，下記の条件(周波数条件)が成り立つ場合を考える． 
𝜔𝑏 =
2𝜋
4Δ𝑡
       (3-3-4) 
つまり，せん断波の周波数であらわすと， 
 
𝑓𝑏 =
1
4Δ𝑡
        (3-3-5) 
 
さらに，振動の初期位相として 
 
𝜙0 = 0        (3-3-6) 
 
が満たされるとする． 
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 上記条件（(3-3-5)式および(3-3-6)式）は，せん断波の伝播による組織の変位振動の周期
が超音波の４パルスに等しく，かつ初期位相が 0 の条件であり，これを変位振幅として図
に表すと Fig.3-3-1にようになる． 
 
 
Fig.3-3-1 仮定した変位振幅 
  
Fig.3-3-1 と同じ振動振幅は，せん断波の振動周波数が高く，エイリアジングにより低い周
波数に折り返す場合にも生じるが，この時の振動周波数は，ｍを整数として， 
 
𝑓𝑏 =
1
2
(𝑚 +
1
2
)
1
Δ𝑡
      (3-3-7) 
 
として表される．このため，以下の議論は，(3-3-7)式が成り立つ場合にも成立するので，
せん断波の周波数として(3-3-7)式が成り立てばよい（CFI でせん断波を映像化するときの
周波数条件）． 
 
この時，変位𝜉は 
 
𝜉 = 𝜉0 sin (2𝜋 𝑓𝑏  𝑖 Δ𝑡)      (3-3-8) 
 
と表される．この時，直交検波器の出力信号である I,Q信号は， 
𝐼𝑖 =   𝑎 cos (
4𝜋𝑓0
𝑐
 𝜉) 
𝑄𝑖 =   𝑎 sin (
4𝜋𝑓0
𝑐
 𝜉)     (3-3-9) 
 
となる． 
 
 
𝛥𝑡 2𝛥𝑡 
𝜉 
3𝛥𝑡 4𝛥𝑡 0 
𝑡 
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ここで，i=0,1,2,3について，直交検波器の出力を求めてみると， 
 
i = 0の場合 
{
𝐼𝑖 = 𝑎
𝑄𝑖 = 0
        (3-3-10) 
 
i = 1の場合 
𝐼𝑖 =   𝑎 cos (
4𝜋𝑓0
𝑐
 𝜉0      (3-3-11) 
 ただしλを超音波の波長とすると， 
① 0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
 の場合   {
𝐼𝑖 ≥ 0
𝑄𝑖 ≥ 0
     (3-3-12) 
② 
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
 の場合    {
𝐼𝑖 ≤ 0
𝑄𝑖 ≥ 0
 
 
i = 2の場合 
{
𝐼𝑖 = 𝑎
𝑄𝑖 = 0
        (3-3-13) 
 
i = 3の場合 
𝐼𝑖 =   𝑎 cos (
4𝜋𝑓0
𝑐
 𝜉0)      (3-3-14)  
ただし， 
① 0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
 の場合   {
𝐼𝑖 ≥ 0
𝑄𝑖 ≤ 0
     (3-3-15) 
② 
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
 の場合    {
𝐼𝑖 ≤ 0
𝑄𝑖 ≤ 0
 
となる． 
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(3-3-11)-(3-3-15)式の関係をベクトル図であらわすと 
 
① 0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
 の場合 
Fig.3-3-2に示すように，すべてのベクトルは第一象限と第四象限にある． 
 
Fig.3-3-2 𝟎 ≤ 𝝃𝟎 ≤
𝝀
𝟖
 での直交検波器の出力信号 
 
② 
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
 の場合 
ｉ=1とｉ=3の時のベクトルは第二象限と第三象限にある． 
 
       
Fig.3-3-3 
𝝀
𝟖
 ≤ 𝝃𝟎 ≤
𝟑𝝀
𝟖
 での直交検波器の出力信号 
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これらを Tab.3-3-1にまとめる． 
 
Tab.3-3-1 直交検波器の出力信号 
𝑖 𝐼𝑖 𝑄𝑖 
0 𝑎 0 
1 𝐼𝑎 *    𝑄𝑎 (正) 
2 𝑎 0 
3 𝐼𝑎 *   −𝑄𝑎 (負) 
* 0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
  のとき𝐼𝑎 ≥ 0,  
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
 のとき𝐼𝑎 ≤ 0     
 
 
次に，この IQ信号のパターンに対して，CFIによる速度推定値を求めてみる．まず，
(3-2-10)式で示される，流速導出アルゴリズムは次の 2つの基本演算からなる． 
 
 
 
 
 
 Fig.3-3-4 流速導出の基本演算 
 
 
ここで超音波パルスの送受信数 N=11 の場合に，CFI による流速導出アルゴリズムを図式
化すると 
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           Fig.3-3-5 CFIにおける流速導出アルゴリズム 
 
 
(3-3-4),(3-3-6)式の 2 つの条件がともに満たされているとき，CFI における流速推定は
Fig.3-3-6のようになる． 
 
 
   Fig.3-3-7 CFIにおける流速導出アルゴリズムを使ったせん断波の波面再生 
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ここで， 
{
0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
  のとき   𝐸𝐿 ≥ 0 
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
 のとき  𝐸𝐿 ≤ 0
 
 
となるが，ともに EU=0 であるので，実軸を EL，虚軸を EUとするベクトルは，ELが正の
場合は実軸上の正の方向を向くベクトルとなり，流速推定値は 0 になる．一方，ELが負の
場合は実軸上の負の方向を向くベクトルとなり，流速推定値は正の最大値，または負の最
大値（ナイキスト周波数で決まる最大の流速値）になる． 
 
 つまり， 
①  ELが正になる条件（せん断波による振動振幅が0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
  の場合） 
流速 0になる． 
②  ELが負になる条件（せん断波による振動振幅が
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
の場合） 
振動振幅の位相が 0 度，および 180 度になる位置で CFI 画像には流速最大の部分が
現れる． 
 
この条件は，せん断波の振幅により，せん断波による振動位相が 0または 180度の時に，
特異なパターンが CFI画像に現れることを示しており，これを振幅条件と呼ぶ． 
 
せん断波が組織中を伝播しているとき，CFI 画像の中から上記に示したような特徴ある
部分を抽出することにより，せん断波の位相（0度または 180度）が推定できることになる．
せん断波が等位相になる部分はせん断波の波面を再現することに相当するので，この方法
により，CFI画像からせん断波の波面を再現できることになる． 
 
この方法は，周波数条件（3-3-7式）が成り立つときに，CFIの推定アルゴリズムが，せ
ん断波の 0 度と 180 度の位相を検出するディジタルフィルターになっていることに着目し
た，せん断波の映像化法である．横軸を初期位相𝜙𝑏，縦軸を振動振幅𝜉0として，以下の条
件で，流速推定の数値シミュレーションをおこなった結果を Fig.3-3-7に示す． 
 
[シミュレーション条件] 
超音波中心周波数 𝑓0  6.5𝑀𝐻𝑧 
超音波伝播速度 𝑐  1500𝑚 𝑠⁄  
パルス繰り返し周波数 1 𝑑𝑡⁄  365𝐻𝑧 
パルス本数 𝑁   11 
加振周波数 𝑓𝑏   91.25𝐻𝑧 
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Fig.3-3-7 数値シミュレーション結果 
 
 周波数条件は，理論的には（3-3-7）式で表されるが，実際には，せん断波の周波数がこ
の条件に近いときでも，流速の最大値または流速 0 の部分が CFI 画像上に現れる．そのた
め，せん断波の周波数が周波数条件に近いときにも，せん断波の波面が再現できる． 
  
 
𝜙𝑏 
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3-4 定量的なせん断波画像の構成法 
 
周波数条件が成立する時，せん断波の位相 0 度および 180 度付近の 2 か所で流速推定値
𝐹𝑉𝑀が最大値または 0 の値を示す．そのため，カラードプラ像のフレームレートによって
見えるせん断波の偽りの角周波数を𝜔𝑎𝑙𝑖𝑎𝑠とすると，𝐹𝑉𝑀は角周波数𝜔𝑝 = 2𝜔𝑎𝑙𝑖𝑎𝑠の矩形波
となる．ここで，この矩形波の基本波のスペクトラム成分は，フーリエ変換を用いて 
 
 𝐹𝐹𝑉𝑀(𝑥, 𝑧, 𝜔𝑝) = ∫ 𝐹𝑉𝑀(𝑥, 𝑧, 𝑡)
𝑇𝐶𝐹𝐼
0
𝑒𝑥𝑝(𝑗𝜔𝑝𝑡)𝑑𝑡   (3-4-1) 
 
と表せる．また，その位相スペクトラム成分𝜃𝐹𝑉𝑀(𝑥, 𝑧)は，以下のように導出される． 
 
𝜃𝐹𝑉𝑀(𝑥, 𝑧) = 𝑎𝑟𝑔 (𝐹𝐹𝑉𝑀(𝑥, 𝑧, 𝜔𝑝))     (3-4-2) 
 
zx 平面を伝播する平面波の波数の x 成分𝑘𝑥と z 成分𝑘𝑧とすると，CFI で観測される波面の
位相は，せん断波の位相𝜙の二倍変化するため，𝑥方向の単位長さあたりの超音波照射時間
遅れ∆𝑇𝑝を考慮すると， 
 
𝑘𝑥(𝑥, 𝑧) =
1
2
𝜕 𝜃𝐹𝑉𝑀(𝑥,𝑧)
𝜕𝑥
+ 𝜔𝑏∆𝑇𝑝      (3-4-3) 
 
𝑘𝑧(𝑥, 𝑧) =
1
2
𝜕 𝜃𝐹𝑉𝑀(𝑥,𝑧)
𝜕𝑧
       (3-4-4) 
 また，|?⃗? |は次式で表される． 
|?⃗? | = √𝑘𝑥
2 + 𝑘𝑧
2 =
2𝜋
𝜆
=
2𝜋
𝑣𝑏
𝑓𝑏
     (3-4-5) 
よって，せん断波の伝播速度𝑣𝑏は 
𝑣𝑏(𝑥, 𝑧) =
2𝜋𝑓𝑏
√𝑘𝑥
2+𝑘𝑧
2
=
2𝜋𝑓𝑏
√(
1
2
𝑑 𝜃𝐹𝑉𝑀(𝑥,𝑧)
𝑑𝑥 
+𝜔𝑏∆𝑇𝑝)2+(
1
2
𝑑𝜃𝐹𝑉𝑀(𝑥,𝑧)
𝑑𝑧 
)2
   (3-4-6) 
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3-5 波数ベクトルフィルタリング 
 
 反射波により定在波が存在すると，せん断波の位相は空間的に変調されてしまう．せん
断波の複素振幅マップを二次元フーリエ変換して空間周波数上のスペクトルを計算し，波
数ベクトルフィルタを適用してフーリエ逆変換することで任意の成分を抽出することがで
きる．この方法を CD SWI法で取得したせん断波位相マップに適用することを考える． 
 前方へ伝播する入射波と，後方へ伝播する反射波が観測された一次元について考えると，
せん断波の複素振幅𝑆(𝑥)は 
 
𝑆(𝑥) = 𝐴𝐹𝑒𝑥𝑝[𝑗(𝑘𝑝𝑥 + 𝜑𝐹)] +  𝐴𝐵 𝑒𝑥𝑝[𝑗(−𝑘𝑝𝑥 + 𝜑𝐵)]    (3-5-1) 
 
ただし，𝐴𝐹:入射波の振幅 𝐴𝐵:反射波の振幅  𝜑𝐹:入射波初期位相 𝑘𝑝 :せん断波の波数    
𝜑𝐵:反射波初期位相である．𝐴𝐵 ≪ 𝐴𝐹のとき，入射波と𝑆(𝑥)との最大の位相差∆𝜃は 
 
∆𝜃 = 𝑎𝑟𝑐𝑡𝑎𝑛 (
𝐴𝐵
𝐴𝐹
)       (3-5-2) 
 
したがって，CFI から得られる複素信号𝑆𝐶𝐹𝐼(𝑥)は振幅情報が失われるので，𝜑𝐹, 𝜑𝐵を無視
すると， 
 
𝑆𝐶𝐹𝐼(𝑥) = 𝑒𝑥𝑝[𝑗 𝑎𝑟𝑔(𝑆(𝑥))] = 𝑒𝑥𝑝[𝑗{𝑘𝑝𝑥 +  ∆𝜃 𝑠𝑖𝑛(−2𝑘𝑝𝑥)}]   (3-5-3) 
 
上式について，フーリエ級数展開すると 
 
𝑆𝐶𝐹𝐼(𝑥) = ∑ 𝐽𝑛(∆𝜃)
∞
𝑛=−∞ exp(𝑗𝑘𝑝𝑥) 𝑒𝑥𝑝[−2𝑗𝑛𝑘𝑝𝑥]   (3-5-4) 
 
ここで，𝐽𝑛(𝑥):n次のベッセル関数である． 
𝑘𝑝周りのスペクトラム成分のみを抽出するフィルタを適用することで入射波のせん断波位
相マップ𝜃𝐹𝑃𝑊は以下のように導出される． 
 
𝑆𝐶𝐹𝐼
′(𝑥) = 𝐽0(∆𝜃)𝑒𝑥𝑝(𝑗𝑘𝑝𝑥)      (3-5-5) 
𝜃𝐹𝑃𝑊(𝑥) = 𝑎𝑟𝑔(𝑆𝐶𝐹𝐼
′(𝑥))       (3-5-6) 
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１． 第 4 章  骨格筋のせん断波計測で求められる測定精度と課題 
 
4-1  骨格筋計測時に必要な測定精度 
 
  骨格筋に対して SWEを適用した例は多いが、その中の代表的な文献についてせん断波伝
播速度の計測値をまとめ、せん断波伝播速度計測における必要精度を検討した。 
疾患の有無や、ある動作をした際の骨格筋のせん断波伝播速度をまとめたものを Fig4-1-1
に示す。 
 
 
  Fig4-1-1  骨格筋のせん断波伝播速度の変化 
 
Fig4-1-1よりNeck Painの有無による僧帽筋の伝播速度の差は 12％であり、変化が小さい
ことがわかる。これより、骨格筋の評価の際には誤差 5％以下の測定精度が必要であると考
えられる。 
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4-2 現在までに報告されている SWEの測定精度 
 
  4-1で骨格筋の評価には誤差 5％以下の測定精度が必要であると示した。現在までに報告
されている SWEでの骨格筋の測定精度についてまとめた。 
 
1.SWEを用いて前脛骨筋、腓腹筋を測定した際の報告 
  複数の健常者の前脛骨筋、腓腹筋を SuperSonic imagineで測定した際の精度を報告して
いる。それぞれの筋肉の測定精度を以下に示す。 
  前脛骨筋 : 6.9~7.1% 
  腓腹筋   : 12.1~12.4% 
 
2.SWEを用いて複数の筋肉を測定した際の報告 
  複数の筋肉の伝播速度をSuperSonic imagineを用いて測定した際の結果を報告している。
それぞれの筋肉の測定精度を Fig4-2-1に示す。 
 
 
Fig4-1-2  SWE の測定精度 
GM:腓腹筋、TA:前脛骨筋、VL:外側広筋、RF:大腿直筋、TB:大腿二頭筋、BB:上腕二頭筋、
BR:腕橈骨筋、APO:母指内転筋、ADM:小指外転筋   
 
以上より、大半の骨格筋で伝播速度の測定精度が不足しており、正確に測定を行うために
は測定精度の向上が求められる。せん断波伝播速度計測の際の誤差要因とその対策をまと
めたものを Fig4-2-2に示す。 
 
GM TA VL RF TB BB BR APO ADM
伝播速度[m/s] 2.99 4.5 3.26 3.23 3.05 3.11 3.46 3.8 4.5
標準偏差[m/s] 0.57 0.54 0.42 0.43 0.52 0.42 0.42 0.23 0.17
変動係数[%] 19.06355 12 12.88344 13.31269 17.04918 13.50482 12.13873 6.052632 3.777778
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 Fig4-2-2  せん断波伝播速度計測の際の誤差要因と対策 
 
これらの対策の詳細については第 5章で述べる。 
  
誤差要因 対策
①   　せん断波の波面計測時の誤差　（CFI画像に現れる雑音）
フレーム方向のフーリエ解析によるせん断波よ来の周波数成分の
抽出
②   　加振器位置、プローブ位置の再現性 テーピングテープによる位置合わせ
③   　プローブのプレコンプレッション（圧迫）による
　　　弾性の上昇
ゲルの塗布によるプレコンプレッションの低減
④   　測定中の加振器の位置ずれ 加振器の生体表面への固定
①   　せん断波の波長が有限であることによる空間分解能
　　　の制約
せん断波波面の位相増幅による見かけの分解能の向上
②   　せん断波の反射波による速度推定誤差 波数ベクトル平面上の方向性フルタによる反射波除去
③   　せん断波が複雑な生体組織内を3次元的に伝播する
　　　ことによる速度推定誤差
SWDIによる一様な伝播の数値による評価
④   　せん断波の生体内への到達深度が制限されていること
　　　によるS/Nの低下
せん断波周波数の低減化（７５Hz付近）による到達深度の増大
⑤   　筋繊維方向と筋繊維と直交する方向のせん断波の
　　　伝播速度の違い（異方性）
Bモード画像により確認できる筋繊維方向と
せん断波伝播方向を一致させる
SWDIによるせん断波波面の評価
⑥   　せん断波伝播速度のせん断波の周波数依存性（分散性） 単一周波数による映像化、測定により分散の影響のない測定
①　呼吸、拍動、血流など生体組織（血液）の運動の影響 フレーム方向のフーリエ解析による雑音低減
②　測定中の体動の影響 フレーム方向のフーリエ解析による雑音低減
③　筋肉の疲労など生体の変化による影響 短時間計測（1回の計測4秒）による影響の低減
④　体位、筋の緊張・弛緩状態による影響 筋が弛緩する体位での計測（肘角度、座位）
1． 計測技術由来の誤差要因
２．せん断波の伝播特性由来の誤差要因
3. 生体由来の誤差要因
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第 5 章 提案手法の測定系と特徴 
 
5-1  提案手法の測定系 
 
 せん断波励起部では、発振器からの低周波信号を加振器に印加し第三章で示した周波数
条件を満たした１ｋHz程度以下の連続的な振動を骨格筋端部に加え、せん断波を筋繊維方
向に伝搬させる。超音波プローブは骨格筋に並行になるように当てて筋組織を描画する。
このとき血流の映像化に用いられる超音波カラーフロー画像を採取するが、この画像上に
は第三章で示した特定条件下で、せん断波伝搬に起因した波状パターンが現れるので、こ
れを PC内に画像インターフェースを介して実時間で取り込み、せん断波波面を再現する。 
本研究では、超音波映像装置に EUB-8500(日立メディコ)、LOGIQ7(GE)を用いた。 
提案手法の測定系を Fig.5-1-1に示す。 
 
 
Fig.5-1-1  測定系 
 
 
 
 
 
超音波装置の画像を画像処理用 PCへ取り込むために、コンバーター・キャプチャーユニ
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ット DVI2USB 3.0 (epiphan)を使用した．Fig. 5-1-2に示す． 
 
 
Fig. 5-1-2 超音波装置画像取得装置 
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5-2  提案手法の特徴 
 
提案手法の特徴として、以下のものが挙げられる。 
 
①  汎用の超音波カラードプラ装置（カラーフロー画像 CFI）の流速検出アルゴリズ
ムをせん断波の波面検出に使うために、超音波装置本体の改造を一切必要とせず、
超音波映像装置のビデオ出力を画像処理することで、連続的なせん断波を使う組織
弾性の映像系が構成できる。 
 汎用の超音波装置に、加振源と画像処理用の PC、専用の画像処理ソフトを付け
ることで、簡単に定量性の高い組織弾性映像系が構成できる。（組織弾性の映像系
が簡便な方法で得られる。従来装置のオプションで新規の医療映像法が構築できる） 
 
②  超音波映像装置の流速検出アルゴリズムをせん断波の波面検出のために活用し
ているので、せん断波映像を得るのに必要な信号処理能力は一般の PCで十分であ
り、このため実時間でせん断波の波面が組織中を伝搬していく様子が動画像で観測
できる。 
   （実時間で波面の動きが再生される。 
波面の動きや伝搬方向の乱れから組織の機械的なマクロ構造が観察でき、これ
から液状変成、組織の癒着など従来の映像系では得にくい情報が得られる） 
 
③  連続的なせん断波（周波数１ｋHz 程度以下の生体表面からの振動の印加で生
体組織中に励起される）を使っているので、超音波の放射圧を使う方法（シーメ
ンス社 Virtual Touch 等）に比べて生体への高い安全性を有する。また静圧を生
体表面から印加しそのときの組織ひずみを映像化する方法（日立、エラストグラ
ィ等）に比べて、せん断波を使っているので定量性が高い。 
 
④  連続的なせん断波を用いるため，反射波により定在波が発生してしまうと速度推
定に誤差を生じてしまう．しかし，波数ベクトルフィルタによる反射波の除去や，
実時間での波面観測による加振点の選定により，改善できる． 
 
  
29 
 
5-3 従来法の課題と対策 
 
従来法の課題と対策を Fig5-3-1に示す。 
 
 
   Fig5-3-1  CDSWI 法の課題と対策 
 
  
30 
 
5-3-1等比数列型ウィナーフィルタ 
 
 CD SWI法において雑音と信号が混在した CFIの雑音を除去する上で有効な手法が、ロ
ーパスフィルタ、方向性フィルタである。しかしこれらのフィルタを CFI 全体の波数ベク
トル空間上でかけると、設定値が低い場合は雑音を除去しきれず、設定値を高くした場合
は生体構造の境界面を示す高周波成分をも除去してしまい筋膜等の生体構造の観察が困難
になってしまう。 
 そこで、本研究では重みが等比数列で変化するウィナーフィルタを導入した。波数平面
上で反射波と進行波が重なる部分でウィナーフィルタの重みを変化させ、反射波のみを効
率的に除去することが可能である。このフィルタは以下のように表される。 
 
 
              
 
               (5-3-1-1) 
 
 
 
ただし 
𝐹𝑆(𝑢, 𝑣)：信号の 2次元スペクトラム 
𝐹𝑇,𝑚𝑎𝑥 ：全領域のピークスペクトラム 
 
Fig5-3-1-1に等比数列型ウィナーフィルタの模式図を示す。 
 
 
 
  Fig5-3-1-1  等比数列型ウィナーフィルタの模式図 
また、用途に応じて等比数列型ウィナーフィルタを 3段階設計した。 
Fig5-3-1-2に等比数列型ウィナーフィルタの適用例と従来フィルタの比較を示す。 
 
𝑊(𝑢, 𝑣)
=
|𝐹𝑆(𝑢, 𝑣)|
2
|𝐹𝑆(𝑢, 𝑣)|2 + 𝛼|𝐹𝑇,𝑚𝑎𝑥|
2 
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           Fig5-3-1-2  等比数列型ウィナーフィルタと従来フィルタの比較 
 
従来のフィルタに比べフィルタ強度 High の場合は ROI 内の標準偏差が小さくなりノイズ
を除去できていることが確認できる。また、フィルタ強度 Low の場合は筋膜での位相ずれ
を確認でき、構造反映ができていることが確認できる。 
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5-3-2  せん断波伝播方向の指標 Shear Wave Propagation Direction Index (SWDI)の導入 
  
せん断波は生体内で 3 次元的な複雑な伝播をしているため、測定時の誤差要因となる。
そこで、せん断波の伝播の一様性を評価する指標を導入した。SWDIは式()で表される。 
 
   
 
         (5-3-2-1) 
 
ただし、 
M : x方向のピクセル数 
N : z方向のピクセル数 
θは左から右に伝播する場合を 0°とする。 
 
 
  Fig5-3-2-1  θの基準 
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僧帽筋を測定対象としてランダムに 30回測定を行った際の散布図を Fig5-3-2-2 に示す。 
 
 
Fig5-3-2-2  ランダムに 3回測定を行った際の SWDIと伝播速度の関係 
 
この散布図を基にある SWDI 以上のデータを選択した場合の変動係数をグラフ化したデ
ータを Fig5-3-2-3に示す。 
 
 
   Fig5-3-2-3  変動係数と SWDIの関係 
 
Figより SWDIが 95点以上のデータを選択した場合、変動係数が 5％以内に収めること
が可能であると推察された。また、SWDIの例を図に示す。 
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5-3-3  貼り付け型小型加振器の導入 
 
従来法では手で持って使用する加振器を使用していたが、測定ごとに加振器の位置が異
なり、速度推定誤差の原因となっているため、本手法では生体に貼り付けが可能な加振器
を導入した。 
今回試作した加振器はオーディオエキサイタ(Tectonic Elements製)を使用した。オーデ
ィオエキサイタの詳細を以下に示す。 
 
定格出力    0.8W 
直流抵抗    7.8Ω 
インダクタンス 0.13mH 
重量            18.6g 
 
以上より、定格出力で 2.5Vの出力電圧を得ることができる。 
試作した加振器を Fig5-3-3-1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Fig5-3-3-1  貼り付け型小型加振器 
 
この加振器を導入し図のように生体に貼り付けて使用することにより、測定毎の加振器
の位置ずれを制限することが可能となる。また、加振器用の制御回路には発振器が一体と
なっているものを用いた。これらを使用した際の振動振幅 (Fig5-3-3-2)、温度特性
(Fig5-3-3-3)を示す。 
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   Fig5-3-3-2 加振器の出力電圧と振幅の関係 
 
Fig5-3-3-2より定格出力で 210umの振幅を得られるため、振幅条件を満たすことを確認
することができた。 
 
 
 
  Fig5-3-3-3  定格駆動における加振器の温度変化 
 
Fig5-3-3-3より 2.5V駆動での最高温度は 35.9°Cであるため生体で使用しても問題ない
ことを確認することができた。 
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5-3-4  位置合わせソフトの導入 
 
 測定毎にプローブの位置が異なり、測定箇所が異なってしまうことがバラつきの原因と
なっている。そこでプローブの位置決めを支援するソフトウェアを作製した。 
ソフトウェアの使用順序を以下に示す。 
 
[使用順序] 
1. 自分で選択した参照画像とリアルタイム画像を同時に表示(Fig5-3-4-1) 
 
 
  Fig5-3-4-1  位置合わせソフト使用手順 1 
 
2. 参照画像の筋膜等の特徴的な線を描画する（参照線）。リアルタイム画像にも同様の線
を描画(図) 
 
38 
 
  Fig5-3-4-2  位置合わせソフト使用手順 2 
 
3. リアルタイム画像の特徴線と描画した線が重なるようにプローブを配置する。(図) 
 
 
  Fig5-3-4-3  位置合わせソフト使用手順 3 
 
 
 
 
 
位置合わせソフトの有無での再現性を比較するために以下のような実験を行った。 
 
[実験条件] 
 超音波映像装置  EUB8500(日立) 
加振周波数   76.0Hz 
測定部位   上腕二頭筋 
被検者            3人 
検者             1人 
 
[実験方法] 
 1. 位置合わせソフトを使用しないで座位-肘軽度屈曲位で上腕二頭筋の長頭付近でせん
断波がまっすぐに伝播する位置を測定箇所とする。 
 2. 測定箇所に包帯テープを貼り、加振器をプローブから 1cmの位置に貼りつける。 
 3. SWDIが 95点以上のデータを 5回取得し、プローブを測定箇所から離す。 
 4. 3を 3回繰り返す。 
 5. 位置合わせソフトを使用し 3を 3回繰り返す。 
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実験で得られた位置合わせソフト未使用、使用それぞれの 1 測定目と 3 測定目の B モー
ド画像を Fig5-3-4-4、Fig5-3-4-5に示す。 
 
 
 Fig5-3-4-4  位置合わせソフト未使用の場合の Bモード画像 
 
 
 
  Fig5-3-4-5  位置合わせソフト使用の場合の Bモード画像 
 
プローブ位置の再現性を評価するために B モード画像上での測定 1 回目と測定 3 回目の
上腕二頭筋左側・右側の厚さの誤差を比較した。誤差は以下に示す式で導出した。 
 
誤差＝｜100-測定 1回目の厚さ/測定 2回目の厚さ×100｜   (5-3-4-1) 
 
位置合わせソフト未使用の場合、上腕二頭筋左側、上腕二頭筋右側の誤差はそれぞれ
9.3％、20.0％であったが位置合わせソフトを使用した場合は 2.0％、5.8％であった。位置
合わせソフトを使用したことで、上腕二頭筋左側は 78.5％、上腕二頭筋右側は 71.0％誤差
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を低減することができた。また、被検者 3 人分の伝播速度の統計データを Fig5-3-4-6 に示
す。 
 
 
 Fig5-3-4-6  位置合わせソフト使用・未使用での伝播速度の比較 
 
いずれの被検者も位置合わせソフトを使用場合の方が、変動係数が小さくなる結果となっ
た。 
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5-4 ファントムでの評価 
  
 ファントムを用いて CDSWI法と SWEの測定値の比較を行った。 
 
[実験条件] 
 超音波映像装置    LOGIQ7(GE) 
 加振周波数      73.8Hz 
 測定対象       京都科学製ファントム(ph60,ph65,ph70,ph75) 
 
[実験方法] 
1.加振器でファントム表面を振動させ，ファントム内部にせん断波を励起させる。 
2.超音波映像装置につながれた超音波プローブをせん断波伝搬方向と平行に当てる。 
 3.ファントムを変えて 1、2を繰り返す。 
 
Fig5-4-1に SWEで得られた測定例、Figに CDSWI法で得られた測定例を示す。 
 
 
Fig5-4-1 SWEでの測定例 
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Fig5-4-2 CD SWI法での測定例 
 
ファントムで測定した際、CDSWI法では非常に明瞭な波面を得ることができた。 
4つのファントムでの CDSWI法と SWEの伝播速度を比較したものを Fig5-4-3に示す。 
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Fig5-4-3 SWEと CD SWI法の比較 
 
Figに示すように CDSWI法と SWEの誤差は最大%とほぼ同じ値を示した。 
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第 6 章 実時間せん断波映像法を上腕二頭筋に適用した際の再現性の評価 
 
6-1 測定時の最適な姿勢の検討 
 
 骨格筋の弾性計測において測定時の姿勢で測定値が変化することが報告されている。今
回は測定対象を上腕二頭筋として、臥位-肘伸展位（Fig6-1-1）、座位-肘軽度屈曲位（Fig6-1-2）
の 2姿勢を評価した。 
 本実験は倫理委員会の承認の元、被験者の同意を得た後に医師が測定を行った。実験条
件と実験方法を以下に示す。 
 
[実験条件] 
 超音波映像装置    GE LOGIQ7 
 加振周波数      73.8[Hz] 
 検査者        2人 
 被験者        4人 
 
[実験方法] 
 1.臥位-肘進展位で上腕二頭筋が最も太い箇所の長頭部分でせん断波がまっすぐに伝播す
る位置を測定箇所とする。 
 2.測定箇所に包帯テープを貼り、加振器をプローブから 1cm肩甲骨側に貼りつける。 
 3.SWDIが 95点以上のデータを 5回取得する。 
 4.検査者 1が測定後、検査者 2が測定を行う。 
 5.1～4を 3回繰り返す。 
 6.加振器を貼りつけたまま座位-肘軽度屈曲位に姿勢を変え、同様の測定を行う。 
 
 
 
Fig6-1-1  臥位-肘伸展位         Fig6-1-2  座位-肘軽度屈曲位 
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実験で得られたデータの測定例を Fig6-1-3、Fig6-1-4に示す。 
 
 
   Fig6-1-3 臥位-肘伸展位の測定例 
 
 
   Fig6-1-4 座位-肘軽度屈曲位の測定例 
 
伝播図からもわかるように臥位-肘伸展位の方が座位-肘軽度屈曲位に比べ伝播速度が速い
ことを確認することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
実験で得られた統計データを Fig6-1-5、Fig6-1-6に示す。 
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  Fig6-1-52姿勢での比較 統計データ（検者 A） 
 
 
 
  Fig6-1-52姿勢での比較 統計データ（検者 B） 
 
 
 
 
 
臥位-肘伸展位は座位-肘軽度屈曲位筋に比べ伝播速度が 2倍程度速く、いずれの被験者に対
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しても姿勢間で有意差を認めた。臥位-肘伸展位は筋の伸展により筋の両端にかかる張力が
増大したことにより、速度が速くなったと考えられる。また、筋の張力を一定にすること
が難しいこと、プローブの角度依存性が高いこと、更にせん断波の減衰が小さく、反射波
の影響を強く受け定在波を生じることによりバラつきが生じている。それに対し、座位-肘
軽度屈曲位は伝播速度のバラツキが小さいため、座位-肘軽度屈曲位が再現性向上のために
は適切であると判断した。よって以後の実験は座位-肘軽度屈曲位で行った。 
 
   Fig6-1-7  臥位-肘伸展位の定在波が生じた例 
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6-2 検者内信頼性の評価 
 
 座位-肘軽度屈曲位で検者内信頼性、検者間信頼性の評価実験を行った。実験条件・実験
方法は 6-1と同様である。評価は有意差検定で行った。有意差検定の詳細を以下に示す。 
 
(1) 検者内信頼性 
5データを測定 1回分として 3測定の有意差検定を行い評価 
(2) 検者間信頼性 
15データを検者 1人分として 2検者間の有意差検定を行い評価 
 
 
6-2-1  検者内信頼性 
 
実験で得られた検者内信頼性の統計データを Fig、Figに示す。 
 
 
  Fig6-2-1-1  検者内信頼性  統計データ（検者 A） 
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  Fig6-2-1-2  検者内信頼性  統計データ（検者 A） 
 
 以上の統計データが示すように、いずれの被検者についても有意差は認められず、同一
検者であれば精度の高い測定を行えることを確認することができた。 
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6-3-2  検者間信頼性 
 
実験で得られた検者間信頼性の統計データを Fig6-3-2-1に示す。 
 
 
  Fig6-3-2-1  検者間信頼性  統計データ 
 
 
 被検者 2 のみ有意差が認められた。検者 A と検者 B のデータを比較する(Fig6-3-2-2、
Fig6-3-2-3)と筋膜の写り方が異なることがわかる。検者 B の測定中にプローブの位置がず
れたことによりバラつきが生じたと考えられる。現在の位置合わせソフトは測定前に参照
線を引いているが、測定中は参照線を引いておらず、測定中も参照線を引くことで測定中
のプローブの位置ずれを防ぐことが可能であると考えられる。 
 
 
Fig6-3-2-3  被検者 2検者 A                  Fig6-3-2-4  被検者 2検者 B 
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第 7 章 ダンベルシュラッグを行った際の僧帽筋の伝播速度の変化 
 
 本章では運動負荷を加えた際の経時的な伝播速度の変化を測定した結果について示す。 
 
7-1 実験概要 
 
[実験条件] 
 超音波映像装置  EUB7500(HITACHI) 
加振周波数   76.2Hz 
測定部位   僧帽筋 
検者             1人 
被検者            11人 
 
[実験方法] 
 1せん断波がまっすぐに伝播する位置を測定箇所とする。 
 2.測定箇所に包帯テープを貼り、加振器をプローブから 1cmの位置に貼りつける。 
 3.Fig7-1-1に示す測定プロトコルに従って測定を行う。 
  トレーニングはダンベルシュラッグ(Fig7-1-2)を行った。 
 
 
Fig7-1-1 測定プロトコル 
 
 
 
Fig7-1-2 ダンベルシュラッグの概要 
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7-2 実験結果 
 
  本実験で得られた僧帽筋の測定データの例を Fig7-2-1に示す。 
 
 
Fig7-2-1 僧帽筋での測定例 
 
  7-1 節で示した実験プロトコルに従って僧帽筋の伝播速度の経時変化をまとめたものを
Fig7-2-2に示す。 
 
 
Fig7-2-2 運動負荷を行った際の僧帽筋の伝播速度の変化 
 
  7-2-2で示すように運動負荷時に伝播速度が変化することを確認することができた。 
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7-2-2 無負荷時、運動負荷中、運動負荷 60分後の伝播速度の比較 
 
無負荷時、運動負荷中、運動負荷60分後の伝播速度を比較したものをFig7-2-2-1に示す。 
 
 
Fig7-2-2-1 無負荷時、運動負荷中、運動負荷 60分後の伝播速度の比較 
 
13 名中 11 名の被検者がトレーニング中に僧帽筋のせん断波伝播速度が低下する結果と
なった。運動負荷時に一時的に血行が良くなり、筋の弾性が小さくなったためと考えられ
る。また、非 V カーブとなった被検者は運動負荷により疲労がたまり、筋の弾性が高くな
っていったため伝播速度が高くなっていったと考えられる。 
  
54 
 
7-2-2  無負荷時と運動負荷 60分後の伝播速度の傾向 
 
 本実験では伝播速度の変化に 3 パターン（パターン 1 負荷前<60min、パターン 2 負
荷前>60min、パターン 3  負荷前≒60分後）得られたため、パターンごとにまとめたもの
を Fig7-2-2-1に示す。 
 
 
 
Fig7-2-2-1  無負荷時と運動負荷 60分後の伝播速度のパターン 
 
(1) パターン 1 
負荷前の伝播速度が 60 分後の伝播速度より小さく、運動負荷によって筋の弾性が高く
なっていることが確認できる。これは負荷前には疲労がなく、運動負荷により疲労した
ため筋肉が緊張したと考えられる。 
(2) パターン 2 
負荷前の伝播速度が 60 分後の伝播速度より高く、運動負荷によって筋の弾性が小さく
なっていることが確認できる。これは負荷前には疲労があり、運動負荷により血行が改
善され、筋肉が緊張したと考えられる。 
(3) パターン 3 
運動負荷による弾性の変化がなかった。傾向 3の 2人の被検者には運動負荷の効果が小
さく、運動負荷の効果には個人差があると考えられる。 
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各パターンの負荷前の平均伝播速度をまとめたものを Fig7-2-2-2に示す。 
 
 
Fig7-2-2-2 各パターンの平均伝播速度 
 
パターン 1、2の間、パターン 1-A、1-B、パターン 2-A、2-Bの間には閾値が存在すると
考えられる。そこで、以下の式により閾値を導出する。 
 
 閾値＝{(average2-stdve2)-(average1+stdve1)}/2+average1+stdve1     (7-2-2-1) 
average1:パターン 1の平均伝播速度  stdve1:パターン 1の標準偏差 
average2:パターン 2の平均伝播速度  stdve2:パターン 2の標準偏差 
 
以上より閾値を求めるとパターン1と2の閾値は4.3m/s、パターン1-A、1-Bの閾値3.2m/s、
パターン 2-A、2-B の閾値は 5.2m/s であった。以上より、パターン分けのためのフローチ
ャートを作成した(Fig7-2-2-3)。 
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Fig7-2-2-3 パターン分けのフローチャート 
 
Fig7-2-2-3より、負荷前の伝播速度を測定することで負荷後の変化を推測することが可能に
なる。 
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第 8 章 結論 
 
8-1 結論 
 
 媒体内部を伝播する連続的なせん断波を，汎用の超音波映像装置を用いて実時間で映像
化できる手法である，実時間せん断波映像法（CD SWI 法）を骨格筋に適用し，再現性向
上のための仕組みを提案した。 
 
 
1. 上腕二頭筋での再現性評価実験 
ノイズへの対策として等比数列型ウィナーフィルタ、複雑なせん断波の伝播を評価す
るための指標 SWDI の導入、加振器位置の再現性向上のため、貼り付け型小型加振器
を導入、プローブ位置の再現性向上のため、位置合わせソフトを導入し、再現性の評価
実験を行った。2 姿勢での比較を行ったが、座位-肘伸展位は臥位-肘軽度屈曲位に比べ
金の両端にかかる張力が増大するため速度が 2倍程度高く、また測定時に反射波が出や
すいことから上腕二頭筋での測定時は座位-肘軽度屈曲位が適切であると提案した。 
再現性については変動係数が 10％程度と、目標とした変動係数 5％を達成するはでき
なかったが、有意差検定の結果、検者内信頼性ではすべての検者、被検者有意差は認め
られなかった。検者間信頼性では 1名の被検者で有意差が認められたが測定時にプロー
ブのずれがあったためであり、これは位置合わせソフトにより改善可能であると考えら
れる。 
 
2. 僧帽筋での運動負荷実験 
 運動負荷としてダンベルシュラッグを行った際の僧帽筋のせん断波伝播速度の経時
変化を測定した。運動負荷によって伝播速度が変化することを確認することができた。
特に、被検者 13名中 11名が運動負荷中に 1度伝播速度が小さくなり負荷後大きくなる
という傾向が得られた。 
 また、負荷前と負荷後 60 分後の伝播速度を比較すると被検者を 3 パターンに分類す
ることができた。傾向 1 は負荷前の伝播速度<負荷後 60 分後の伝播速度、傾向 2 は負
荷前の伝播速度<負荷後 60分後の伝播速度、傾向 3は負荷前の伝播速度≒負荷後 60分
後の伝播速度である。傾向 1・傾向 2 の負荷前の伝播速度と標準偏差から、4.31m/s を
閾値として傾向 1と傾向 2区別することができると提案した。負荷前の僧帽筋の伝播速
度を測定することで、肩こりの有無を客観的に評価する指標にすることができると考え
られる。 
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8-2 今後の課題 
 
1. 今回行った生体実験で疾患の有無を評価するために必要な変動係数 5％以下を実現する
ことができなかったため、変動係数 5％を達成できる仕組みを構築する必要がある。 
 
2. ダンベルシュラッグによる負荷実験の結果から肩こりの有無を評価する閾値を提案し
たが、より正確な閾値の設定のために被検者の数を増やす必要がある。 
 
今回は測定対象を上腕二頭筋・僧帽筋としたが、骨格筋に限らず甲状腺等を見据え、多部
位に対し実験系を最適化する。  
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